
また、昨年１２月に決定された「規制改革改革推進のための第３次答

申」において 「認可外保育施設における保育の質及び適正な運営を確、

、 、 、保する観点から 都道府県による指導監督が 形態や分類にかかわらず

あらゆる認可外の保育施設・サービスについて適切に実施されるよう、

徹底を図るべき」とされた。

このため、都道府県等においては、改めて児童福祉法及び認可外保育

施設指導監督基準に基づく指導監督の徹底を図るとともに、特に改善を

求める必要がある施設に対しては、

① 改善状況を確認するため、必要に応じて施設の設置者等に対する

出頭要請や、施設に対する特別立ち入り調査を行う、

② 改善指導を繰り返し行っているにもかかわらず改善の見通しがな

いなどの悪質な場合には、児童福祉法第５９条第３項に基づく改善

勧告を行う、

等、速やかに改善がなされるよう厳格な措置を講じるなど、届出対象で

あるか否かにかかわらず適切な指導監督の実施をお願いする。

さらに、昨年の例にあるとおり、急な事業廃止により、保育を利用す

る者が緊急に他の保育手段を選ぶ必要が生じることなどによって、子ど

、 、もの育ちに影響を与えるなど 不適切な事例が生じていることも踏まえ

特段のご指導をお願いしたい。

また、児童の生命又は身体の安全を確保するために緊急を要する場合

で、あらかじめ都道府県児童福祉審議会の意見を聴くいとまがないとき

は、当該手続きを経ないで事業停止又は施設閉鎖を命じることができる

こととされており、施設の施設長や設置者が利用児童に虐待を加え、危

害を及ぼしていることが明白である場合などは、こういった緊急時に該

当すると想定されるので、特段の配慮をお願いしたい。

（参考）

平成１９年度末までの過去５年間における死亡事故件数（厚生労働

省に報告があったものに限る）

・認可保育所 １８件

・認可外保育施設 ２８件

（厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課調べ）
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